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I 間題設定

ーー中小都市と民外小規校ガ舟←一

発展途上国の都巾開発論は， これまて人都市中

心であ） た 大都1|iは， 196(）りイしには輸人代朴L

架化による全国間発 I})拠｝，＇，＇、として， 7（）年代に人る

と都巾・雇用間題が深刻になるなかで注且された

インフォーマル・セクター（以f,ISど略品）が人

位かつ広範に展開する場として，屯視されてき

に中小都市はこうした関心から外れかちだ、た

が，近年間発における人口5000~1(）万人程度の

都市の役割が注目され，比較研究も公にされるよ

うにな＇）てきた (;l:J¥ 

中小都市は，輸入代替上党化や大介業誘致の成

長拠点戦略の見ifiしを通して注目されるようにな

＇）たといってよい，これらの戦略は，農産物に対

してL業製品の囚内価格を上｝！させ， また，為替レ

ートの過大，，’|＇価を通して農廂物の輸出収人を H減

りさせることによ＇，て，農付を犠牲にする仙向が

あったJ この、＇！，iの反省から，四村人口に直にすなず

る中小都巾が，そこての殷業や地元資源を某鼎と
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する小規模な IS事業と関連づけられるかたちで

重視されるようになったのである。また，社会韮

盤を均衡発展させて行位都市への人口移動を抑制

するとい-ぅた見地か 1,)も，中小都市の役割は今後

も！［要となるであろう。

農村人目が約 8割を占めるケニアでも，中小都

巾間発と小規役 IS事叢開発が最近結びつけられ

て．実際に重要課題となっている 3 たか中小都市

も小規模事業も．その実態はこれまで允分明らか

にされてはいないし，本稿は， こうした不足を補う

ために， ケニアにおける小規模 IS事業について，

小都市にいたるまで韮本的展望を提示することを

目的とする 以下では，後述するように，宜料の

性格に配咆して「囲外小規役事業」としヽう言菓を

用し、る。これは， ISと呼はれてきたものと大部

分重なりあうはずであるへ ISの定義は，巾業単

位当たり U)従業者数で上限を設けるものから， こ

れを下位部門に分解したり，屑用関係を直視する

試みまで， さまざまになされてきたが，概念上も

実際Lも不完全である（辻 2i 0 したが）て，一般論

の展開や引用の場合には “IS̀'の用品を使うか，

こうした議論の糸Ill部に立ち人ることはここでは控

え全）し

本稿では，まず， ケニアにおける都市化と都市

間発構想を概観する（第 11節）。次に，使用する而

用統，；t(1978~82年）の性格を検討する（第III節）3

そして， この統』を~分析して次の、点を論しる（第

『アジア紆済』 XXXII-9(1991. 9) 
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IV節）。第 1に，屋外小規模事業の特徴から各都

市の類型化を試み，情報を整理するどともに，都

市間比較の枠を与える。第 2に，都市人口規模と

屋外小規模事業の関連を，いくつかの仮説を参照

しながら検討する，，第 3に，尾外小規漠事業の業

種別構成比を，業種の細分類に基づいて概観す

る。

ケニアは，内容に後述する限界はあるものの，

統計報告によ j て中小都市の分析が可能な，アフ

リカにおける数少ない国である。反面，本稿は屋

外小規模事業就業者数に韮づくマクロな分析であ

り，個々の都市の経済構造を詳述するごとはでき

ない。量が少ないうえに，人口増加や経済と土地

所有との関連，地元農業生産の性格，信用供与，

地元政治構造などの重要な側面を欠いてきた途上

国の中小都市研究の欠点を（注 3)，本稿も共有する

ことになるが，ケニアにおける都市囲外小規漠事

架の実状に少しでもせま＇，てみたい。

サハラ以南のアフリカにおける大都市では，都

市労働力人口の大体40~60£;;:が ISに就業してい

るといわれるが，地域差もあるはl4)。西アフリカ

では，植民地化以前から都市手工業が発達し．こ

れが現在でも都市経済において重要であるため，

比較的詳細な IS調査が蓄積されてきた。反対に，

南部アフリカは主に南アフリカ向けの労働予備軍

経済圏にあり，都市行商などは存在するが， IS

は無視できる程度のものという他方，東アフリ

カの都市では，士地利用制限法や都市汁画が植民

地期に厳格に施行されたために，独立後の現在，

ISは出現・形成期にあるとされており，ケニアで

もそうした展開を経ているぐ

ケニア政府は， 1972年に ILO雇用ミッション

の報告書が雇用・貧困問題の解決へ向けて IS焚

励を提言して以来il5), ISないし屋外小規模事

菜に江目してきた。しかし， IL(）が推奨した取締

や免訂間の緩和，操業環悦の改恙，信用化りなど

はなかなか進展していない（注6)。政府は， 1986年

に中期的経済展望を示した議会文書が刊行されに

後に(,17), IS奨励に積怜的となり，現モイ大統領

(Daniel Toroitich arap Moi)がナイロビの 1街区

カムクンジ(Kamukunji)にIS金属加工の作業場建

戊を命令するなとの動ぎもみられた，そして1989

~93年の第 6次開発計画では， ISという用語と

内容が重複するかたちで，従業員50人以下，総允

Ii泊祁 5()()万ケニア：以下の事業体を「小規控およ

びジコア・カリ事業」 (juakali・スワヒリ！吾で「暑

い陽」，すなわち「屋外」の意）と呼び， この期間の

労働力の増加分の人部分をこの部門で吸収するシ

十リオを描いている（注8) 行政合理化や，教育・

保健をはじめとする政府支出の抑制と民間部門の

役割への期待を基調とするこのit画のなかで，政

符は状本的にiまこの部Fりに自助を求めているが，

免許発行の簡素化や基準緩和，都市基盤整備など

を通して，これを直接援助する必要をうにった

[,1 9）。しかし， こうした屋外小規模事業のなかで

も行商などの業種は，依然として都市当局による

取締を受けている，l10)。

このように政府の政策は二面的であり，それか

都市屋外小規模事業の実態にも反映されているだ

ろう。しかし，本稿では，まずこの部門について

えられる基本的情報を整理するのが主な課題であ

る。

（汀 1) たとえば， Mathur,Om Prakash編 The

Role of Small Cities in Regional Development: 

Selected Case Studies /1・0111 Dn・eloping Countries, 

名古屋， UNCentre for Regional Development, 1984 

年／Mathur, Om Prakash; Caroline O.N. Moser 

編，特集 “TheUrban Informal Sector," Regional 

Deml叩 ment lJialugue, 第 5巻布 2号， 1984年秋／
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Ⅱ　都市化の概略と開発計画における各都市の位置づけ
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Hardoy, Jorge E. ; David Satterthwaite 矛扁， Small 

and lntennediate Urban Centres: Their Roi,・ in 

Regional and National Development in the Third 

World,ロンドン， Hodderand Stoughton, 1986年。

（注2) Richardson, Harry W., "The Role of the 

Urban Informal Sector: An Overview," Mathur; 

Moser編，前掲特集所収， 3～40ページ'Haan,H., 

Urban, lnfon,ヽalSector Information: Needs and 

Methodヽ，ジュネープ， InternationalLabour Organ・ 

isation, 1989年など参照。

（注 3) Hardoy, Jorge E. ; David Satterthwaite, 

"Why Small and Intermediate Urban Centres?" 

Hardoy ; Satterthwaite編前掲害所収， 1~17ベー

ジ。

（注4) International Labour Organisation, Jobs 

and Skills Programme for Africa, Informal Sector 

in Afn泣，アシスアベバ， 1985年， 13~16ページ。

（注5) International Labour Organisation, Em-

ployment, Incomes and Equality :,4 Strategy for 

lncreasinK Producth•e Hmployment in Kenya,ジュ

ネープ， 1972年。

（注 6) Ghai, D. ; M. Godfrey ; F. Lisk, Plann-

inK for l!asi、Need．ヽ inKenya: Pnformance, Pol-

icie.< and Prospects, ン ュネーフ， InternationalLa-

hour Organisation, 1979年， 115~121ページ。

（注 7) Republic of Kenya, Sessional !aper No. 

1 of 1986 on Economic Management for Rene⑪ ed 

Growth,ナイロビ， 1986年。

（注8) 総’Jじ上社は，明記されてし＼ないか， 9年間に

ついてであろう。政府はこの部門を次のように特徴づ

けている。 (I)参入・撤退容易，（2）起業・操業に必要な

資本の少なさ，（3）地冗資源と再生資源へのik存， l4)家

族所有，（5）採用容易な単純な技術の使用，（6）労働集約

的な生所技術，（7)｝に公的学校穀育制度の外にお｛ナる

低費用での技術習柑．（8）非常にも克争的な市場条付のも

とで操業する能力。 Republicof Kenya, Development 

Plan 1.989—1.993, ナイロビ， 1989年 161 ペーシ·ヽ，な

お，ジュア・カリ秤轄省である技術訓練・応用技術省

は，「ジュア・カリ」について次の定義を試みている。

すなわち「組織立てられて tヽ なし、経済 (non-structured

economy)において， 自営，家族市業，単独事業，共

同経営そして独立の飼人')j働に従事していら構成H
9人まての小規模巾業体」であり，これには製迅業だ

けでなく修理などのサービスや通商も含まれる。 Min・
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istry of Technical Training and Applied Technol-

ogy, Jua Kali Development Programmes Section, 

A Brief on the Status of Jua Kali Development 

Programmes,ナイロビ， 1989年， 1ページ。しかし，

担当官によれば，都巾屋外小規模事業のうち行商活動

などは，将来にわたり継続して営まれることが少ない

とみなされて，「ジュア・カリーとして振興する対象

とされていないという (1991年 3月14日の聴取によ

る）。また，「ジュア・カリ」とはいっても，ある程度

のhI.久ti:のある作業場をもつ場合も多い。

（注 9) 政府は， 1989年以降，個々のジュア・カリ

職人と技雨訓純・応用技術省の仲介をする「ジュア・

カリ組合ー (JuaKali Associations)を，職人か自発

的に組織することを奨励している。この組織は通常の

団体と 1い］しく，法務iJ•官の事務所にせ録される。なか

には，作業用地を政府から無償で借り呼けている直合

もある。

（注10) 行商と都rli行政の葛豚については，拙稿

「途上国都市の行商問題＿ナイロビの経験ー―― l(『地

理』第35巻第 9号 1990年 9月）において論じた。

II 都市化の概略と開発計画における

各都市の｛立置づけ

ケニアでは，人ll2000以上の集落が都市 (urban

centre) と定義される。 1963年の独立以降，それ

まで規制されていた農村から都市への移住にはず

みかついて，都市人口は忌増する（第 1表）。さら

iこ，行政区域の拡大1こよ，一，て，大都市だけでなく，

人口 2万～ 10}」規模の都市数が増加した (it1)。

1970年代の年平均人口増加率ぱ， 3大部市につい

ては，ナイロビ，モンバサ (Mombasa) で 7位前

後，キスム (Kisumu)で 5gi:前後なのに対して，そ

の他の中小都市全体をみると約10らであるい 2)。

これに伴い， 3大都市が全都市人口に占める刈合

ふ 1962年の70数合がら79年には57£;i:に減少した

が， これらの大都市と中小都市との差は，いまだ

歴然としている。
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第1表 ケニアにおける都市化り推移 (1962~88年）

都市規模（人）
19fi2 

都

ナイロビ（竹都） 1(45. 9) 1(17. 2) 1(35. 7) 1(34.3) 

100,000~ 1(24.0) 1(22.9) 2(21. 3) 3(20. 6) 

20,000~99,999 2(8. 3) 2(7.4) 13(24.5) 21(22.1) 

10,000~19,999 ;J(5. 9) 7(8 4) 11 (ii. 5) 21(8. 8) 

5, 000~ 9, 999 11(9. 3) 11(6.6) 22(6. 7) 44(7.9) 

2, 000~ 4, 999 16(6. 6) 25(7.6) 42(5.3) 79(6.3) 

市 数（総都市人口に占める割合： ％） 

19fi9 I 19,CJ I 1988" 

A
1
 

/

9

 

汁 34 1 7 () 1 172 

総都市人口（人）

都市人口比(%)')

747,651 

7.8 

1,079,908 

9.9 

2,315,696 

17. 0 

3,958,500 

17. 6 

年平均増加率(%) 5.,1 U
J
 

7
 

6. 1 

（出所） Republic of Kenya, Central Bureau of Statistics, 1979 Population Census Report Volume 3: Urban 

l'opulation,ナイロヒ， 1988年， 2，~4ページ，第 1, 3表，およぴ Republicof Kenya, I)心 elopmcntI'lan 

1989-1993, ナイロビ， 1989年(?),74~76＜ージ．第5.1. 5. 2表。か，こ内り比率（四捨五入の結果合叶が

100にならない場合がある）と年平均増加率は筆者が算出。

（注） 1）推定。 2)年平均増加率は総都市人口について求めた。

都巾網は，柏民J也期に導人された行政・輸送体

系を骨組みとしている。インド洋岸からビクトリ

ア湖にいたるモンベサーナ（ロビ ヤスムの交通

幹線は，降水量が多く肥沃な農地を抱えているた

め白人が入植した中央高地（ホワイトハイランズ）

と，その周辺の換金作物生産地帯を貫いており，

これは独立後も主軸となっている。都市もこの地

域に建設されてぎたが，これは伝綺的な定期市網

や隊商町とはほぼ無関係である（第 1図）（注3)。

ケニアは，こうした都市網の修正を目指す開発

計画を策定してきた，アフリカでは珍しい国とい

える（注4)。独立直後の第 1次開発計画 (1964~70

年）は都市開発に独自の辛節を割か干，ナイロ

ビ，モンバサ中心の経済成長を優先した。第 2次

計画 (1970~74年）でも，この 2大都市の開発に制

約は設けられなかったが，初めて全国水準での都

市開発が展望された。劣悪な居住環）立が大都市て

無秩序に拡がる (T)を抑えなから， I卜都市網を農村

部への供給点として開発し，都市化を分散させる

必要が認められたのである。以後，これを基調と

して，いくつかの都市開発構想が展開されていく

ことになる（以下，第 1図参照），

まず．第 2次(1970~74年）から第 4次(79~83年）

までの開発叶画には，成長拠、9],，- （growth centres) 

な＼ヽし主嬰都市 (principaltowns。行政上は munici-

palityに対応）を指定して公共投資を優先させ， こ

れらをサーヒス・工業都市として凋発する政策が

みられる。だが， これらの多くは旧ホワイトハイ

弓ンズ内の上｛立都市であり，分散化の意図は限定

的といえる。一歩踏み込んで，都市の役割か地域

開発と結びつけられてより広範かつ特殊に定め

られていくの：士，第 4次開発叶画以降のことであ

る（注5)。

第4次間発叶画は，都市開発の点で 3つの特徴

をもつ。第 1に，農業潜在性が高く人口が多い反

面．都市化が進まず基盤が未整備tょ，ケニア西部の

開発が重視された。このため．キスムをれ頭に西

部都市の開発が優先された。キスムはナイロビと
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第1図 ケニアにおける都市開発
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（出所） 各次開発計画をもとに筆者作成。
（注） 番号に対応する都市名は，第 5表に掲げてある＂

それ以外の都rh名： 41 カペングリア， 42 ロトワー， 43 マララ）レ， 44 マルサヒソト， 45 モヤ
レ， 46 マンテラ， 47 エル・ワク， 48 ワジーア， 49 ガリッサ。

48 



1991090051.TIF

""'"""'"""•"'"'""""''""'""'"""'""""'"""'"'"'""'""""'"""""'""'"""'"""''"""""""""'"''"""""""""""""""'""""""''"'"'"""'"'"''"""'"""'"'""""'"""'"'""'"""'•""'""""""""'研究ノート，’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’"''"""''''"""

の競合を避けながら農業関連工業の開発を行ない

うる地点でもある（注6)。第 2に，土壌流出や砂漠化

の問題を抱え，貧困層が多い乾燥・半乾燥地 (arid

and semi-arid lands : ASAL)の開発が屯点課閣と

された。その一環として， ASALの遊牧民を先進

地域の貨幣経済と結ぶための「玄関町」 (gal<ぅway

towns)が指定された。これは，人口密度の高い

中・西部からの移人者コミュニテ（が ASALで

形成途上にあることをも考慮したものだが，国家

統合を促進する意図もあろう。とくに北東部で

は，独立直後からツマリアヘの帰属を主張する武

装ソマリ族 (shifta)による分離主義運動が盛んで

あり，玄関町政策には領城統制の意図もうかがえ

るのではなかろうか。第 3に，ナイロビ，モンバ

サに代わるべき 2つの工業成長拠点が選ばれた3

以上の 3政策は，「県主導の農村開発」 (district

focus for rural development) を唱えた第 5次開発

計画 (1984～郎年）にも引き継がれており，さらに

玄関町の「後方支援都市」 (backstoppingmunicipal-

ities)が選ばれたQ

現行の第 6次開発計画 (1989~93年）は，輸入代

替工業化から輸出指向への構造転換などを掲げる

なかで，「農村交易生産拠点」 (ruraltrade and 

production centres)の開発を目指している。これ

は，都市化を加速し，かつそれを中小都市に分散

しながら，そこにおいて農業関連の小規模および

ジュア・カリ事業を振興することによって雇用問

題を解決するというかたちで，中I卜都市と小規模

事業の関連づけを前面にだしている。計画は県以

下の水準で進わするため都市の具体名ぱ挙がって

いないが，地域社会や非政府組織の参加を奨励

し，期間中に70の拠点都市で基盤整備がなされる

予定である。また，本計両でも ASAL開発は引

き続き重視されている。

各都市の全国計画における位置．づけは以上の通

りである。中小都市での小規模事業重視の姿勢

も，萌芽的だが示されるようにたってきた。だ

が．そこで展開する小規模事業の性格や，その開

発との連関についてのより詳細な議論は，開発の

地力分権化や，この部門の自律性を重んじる立場

のためか，開発計画においてはなされるにいたっ

てし、ない'、lL7‘‘’ 

（注 1) Republic of Kenya, Central Bureau of 

Statistics, 1979 Population Census Report Volume 

3: Urban n叩ulation,ナイロビ， 1988年， 4ページ。

（注2) Republic of Kenya, Development Plan 

1979-83 Part 1,ナイロビ， 1979年， 32ページ、行政

槌界拡張iこよる人口増分i士正確な把捏が困難なので，

本稿では人口増加率を個々の都市について比較・検討

することは控える。

（注3) Obudho, R.A., "Urbanization and Devel-

opment Planning in Kenya," R.A. Obudho ; S. El-

Shakhs編 Developmentof Urban Systems in Af.— 

加 a,ニューヨーク， Praeger,1979年。

（注4)(_）'Connor,A.M., The.1frican(_'ity, 口

ンドン， Hutchinson,1983年， 261~262ページ。

（注5) 本箔では200(）人を超す都市に関する政策を

扱うが， これと一部重なるかたちで，第2次開発計画

以降，指定サービス・センター (designatedservice 

L・entres)も農吋部に対する行政・商業サービスの供給

点として選ばれていった。これはセンター人日とサー

ビス圏人口の大きい順に，アーバン・センター（総数

96)，ルーヲル・センター（同15(）），マーケット・セ

ンター (JiT]42(）)， ローカ Jレ・セン々ー（同1015)を階

層的に指定するものである。 Republicof Kenya, De-

velopment Plan 1979-83……,46ページ，第2.3表参

熙指定外の開発が続くなどの間題1まあったが，第5

次計画では，このセンター網は一通り確立されたと宜

言されている。しかし，この政策は伝統的定期市網ヘ

の付し慮を欠くため，むしろ都市一農村格差を拡げるの

ではないかという指摘がある。 Obudho, 前掲函文，

253ページ参照。

（注6) Richardson, Harry ¥V., "An Urban De-

velopment Strategy for Kenya," Journal of Devel-

oping Areas,第15巻 1980年10月， 111~112ページ。
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Ⅲ　雇用統計資料の性格
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（注7) なお，ナイロビ．モンバサからの工業分散

化政策に触れておくと，第 4次計画で両都市での新規

企業ゞ［地に関する投資は承認しない方針を続けること

が示されたが (Republicof Kenya, Development 

Plan 1979-83……,37ページ）， 1986年より両都市で

も10.‘ン9の投資控除が再適用されている。第 6次計両で

は．両都市以外に立地する新施設に対する法人税減税

ゃ，牒村基盤の製造業プロジェクトに対する60,ぶの投
資控除の適用が掲げられている (Republicof Kenya, 

Development I'fan 1989-1993, 15(）ページ）-＇

田 ）糾用統計資料の性格

ケニアのこうした小規模事業の実態を都市こと

に検討するために，本稿では主に 1978~82年の

『近代部門雇用収人統計l（以下， EEMSと略記）を

用いる（注1）。ごれには，都市公式近代部門（公払

企業），都市小規模事業部門，農村公式近代部門

（大規模牒場，その他の大規模企業）が含まれ，農甘

自給・小規模事業は除かれる。このうち都市小規

模事業は， 1969年に人n2000人を超えた50弱の都

市において，屋外市場，街頭などで一般に規制の

外でなされている活動をさすが， これにぱ都市灯

局が免許制で規制を試みているものも含まれる。

本稿ではこの都市小規模事策を扱うか，この関

連の数字は，質問票の郵送・回収という EEMSの

通常の調脊法によってえられたとは考えにくい。

それはむしろ，街頭での全数調査に基づく「ケニ

ア・インフォーマル・セクター・サーベイ」（以下，

KISSと略記）で収集された，後述する「屋外小規

模事業」の数字を組み込んだ結果と思われる（注2)。

その根拠には，全国の就業者総数でみた場合， こ

の屋外小規模事業と「IS（すなわち屋外小規模事業

ー一引用打）を除く自常，およひ不払家族労働」

を合わせたものが， EEMSにいう都市小規模事

業に等しいことがあげられる直 3)。 EEMSは1エl

50 

際標準産業分類(ISIC)の9大分類を若干修正した

分類に基づいているが（修正の詳細は不明）， KISS

は細分類に屈づいて集計されている。したがって，

より詳しく屋外小規臣事業の内容を知るために

KISSも分析するが， EEMSとは別個に扱う。

さて， KISSは，前述した ILOミッシコンに

よる IS育成の提言に応えて始められた。調査時

期は毎年 7~12月の間である。 1976年以降は，ナ

イロビ，モンバサ，キスム，ナクル (Nakuru)の

4大都市だけでなく，他の都市といくつかの農村

交易点も対象に含められている。しかし， ソマリ

アに隣接する乾燥・半乾燥地術の J-ス・イース

タン (NorthEastern)州は，該当する経済活動の

少なさと費用間題を理由に除外されている。従来

アフリカで行なわれてきた IS調資は，従業且 5

~10人未満など，規模を基準に対象設定したもの

が多い これに対し， KISSの対象は，免許（営

業許可）や公式の所在地 (formaladdress)をもた

ず，犀外や市場の露r占や一時的建造物においてな

されている全ての経済活動である。すなわち，対

象確定ぱ屋外操業，一時性，未規制などの観察可

能な特徴をもとに行なわれている。このため，たと

えば簡易食堂のように，行商条例1こよって免許制

の枠内にある活動も，対象に含まれな以下，本

稿ではこれらを「屋外小規模事業」と総称してお

くが，「ISを除く自営，および不払家族労働」が

加わった EEMSの数字を用いる場合も，便宜上

同じ表現を使うことにするただし，残念ながら，

EEMS報告書では両者を別個にとらえることは

不可能である。そして，この「ISを除く自賞，

および不払家族労働」は， EEMS調査で質問票の

送付が可能な小規模の常設店舗などの，より恒常

的な屋内経済活動を含んでいる可能性があるごと

に留息しておかなけれぼならない(it4)0
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その他，分析の前に， KISS, そしてこれを届

礎としたと考えられる EEMSがもつ限界を指摘

しておく。まず，収入に関するデータぱ不完全に

思われるので，本稿では屋外小規模事業の就業者

数の検討に絞るまた， KISSによれば，この部

門の就業者総数はケニア全体で1976りの 9万4880

人から82年の17万2214人に増加しているが（年平

均増加率は約 1（い）， 74年から78年にか：ナての成長

のかなりの部分は「分類上の変化」のためであ

り， ごの部門の規漠は63年のケニア独空以降はほさ

一定しているとする指摘がある（注5) さらに，

KISSの対象捕捉度は 3分の 1か4分の 1に満た

ないともいわれる注6）。したがって，以下では都

市屋外小規模事業の絶対規模や量的批大の問題に

は立ち人らず，業種別構成比率を都市間で比軟す

る。ただし，次節では屋外小規模巾：業の相対規役

も扱うので，対象捕捉度の問題には留意する必要

があるし．業種別構成比率も業種ことに対象捕捉

度が異なっている可能性があるので，問題の全く

ない指標とはいえない。その他，股繁期と絡んだ

就業者数の季節変動，見習いを含む雇用関係，近

代部門との連関，生産性・形態の変化，都市間の

連関などの点は， KISSの＇、『備範間で｛まない＿

（注 1) Republic of Kenya, Central Bureau of 

Statistics, Employment and Rarning．ヽ in the Mmi 

em Sector 1978-1982 （各年），ナイロビ， 198()~88

年。

（注~) Republic of Kenya, Central Bureau of 

Statistics, Rゅorton Small Scale E11tc1j,rises (F,正

merly Informal Sector) in Rural and Urban 

Areas of Kenya 1973-1982, ナイロビ， 1986年C 本

報告；i}(KISS)報告書は，要約集計に続き， 1978~82年

の都市別・地域別，業種別の粗収入，従業者数，事業

単位数を掲載しているが，各集計単位は比較可能なか

たちで統一されてはいないーまた同期間につき，全11」

の性別・業種別従業者総数と， 4大都市での抽出標本

に基づく産業別就業・訓練期間が示されている。粗収

人は経費などを差し引く浦の値でおーぅて業種間比較に

問題があり，また調査の信頼性に疑問がある。本稿で

は，この報告書と EEMSとの比較，および対象期間

か都市人ロデータの年次である1979年から大きく離れ

ないことを念頭において， 78~82年を考察の期間とし

ている。なお， 1989年に行なわれた最新の国勢調査は，

実施上の不備を指摘されており，都市人nを含め，そ

m結果はまに完全には公表されていない。

（注 3) EEMSと KISSのこの関連は，毎年の

Republic of Kenya, Central Bureau of Statistics, 

且 anomicSurvey,ナイロビ，に掲載されるケニア全

就労者数の表から推測できる。しかし， KISS報告書

でデータの得られる2(）程の都市こ竺： 1こ業種別に検討す

ると， KlSSの屋外小規模事業就菜者数が EEMSの

都市小規模事業就業者数より大きい場合があり，両者

の関連には疑凋が残るし

（注4) 江3で述べた EconomicSurveyによれば，

「ISを除く自営，および不払家族労働」は， EEMSに

いう都市小規模事業就業者総数の340;(1978年）～27ぷ

(82年）を占めており， ぞれ以外が大体において KISS

の屋外小規模事業に対応することになる。なおハウス

らの下記の研究では， 1975年のナイロビの IS就業者

数を， KfSSが捕捉した 2万1500人（苔；者らにtIJ 2万

5000人に修正），「自営および不払家族労働者数J(5000 

人）そして ISと近代部門にまたがる就業者数（著者

し＼の推定で5000人）の合；；＋として I， るヽ。 House,W.J.; 

D. Kabagambe; T. Green, "The Potential for In-

come and Employment Generation in Kenya's Ur-

ban Informal Sector : A Proposed Survey," lnsti-

lute for Development Studies ¥Yorking Paper No. 

310,ナイロビ， Universityof Nairobi, 1977年， 8ペ

ヽゞ

ーン。

（注5) World Bank, Kenya: Growth and Struc-

tural Change, Vol. 1,ワシントン D.C.,1983年，

90ページしかし，すでに述べたように， 1976年以降

対象都市数が増加したという要因の方が， 1；化業者数の

みかけの増加により多く寄与したのではないかと思わ

れる。

（注6) Richardson, "An Urban Development... 

...," 108ページ。彼は，「都市 ISが過小評価されてい

る」としながら，その根拠は明らかにしていない。彼

の指摘は，むしろ農村部での IS就業者数が過 4ヽ評価

されているぶいこ向けられている。
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Ⅳ　分析
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IV 分 祈

した屋外小規模直業就業者数の要約統計 (1981年）

を例示しておいた。 KISSによれば，事業車位当

たりの平均就業者数はナイロビとモンバサについ

国勢調査年の1979年に， KISSが捕捉した都市

屋外小規椋市党の就業打総数ぱ， 12万1577人（総

人口の0.8ぷ，総都市人口の5.3年）であり， EEMSは

これに前述の自営・不払家族労働， および都市・

農村の公式近代部門を加えた 115万690S人（総人

口の7.5ぃ）をカバーしている J

めるが，「卸売・小売業，

ル業」では40~42古に達し，

市のうち40数都市だが．

KISSによれば，

1978~82年の間，女性は全就業者の30~33歩を占

レストランおよびホテ

さらに全女付就業者

の89~94以がこの業種についている。他の業種は

どれも 9割以上が男性で占められている。

本節でtに分析するのは， 1979年当時の全91都

これぱ総都市人口の約90

位を抱える。参考のため，第 2表に都市を単位と

てのみ計算できるが，

模1i業の業種で，

それはほとんどの屋外小規

1~5人である

したがって，第 6次開発計画にいう小規模および

ジュア・カリ事業の多くの部分は，

ナる手始めに，

(1979~82年）（｝

こうした零細

な規漢であるとみることができよう。

ー 屋外小規模事業の特徴からみた都市類型

-EEMSの分析

ケニアの都市屋外小規模事業の実態を明らかに

この部門について似通った特徴を

もつ都市を集めながら，都市類型の把握を試み

る。類型化は県 (district) 単位のものと，屋外小

規撓事業に絞った都市単位のものを組合せて行な

うことにする。 このように 2段階の類型化を行な

ったのは，各都市を含む県全体の経済をも考慮す

第2表都市屋外小規模事業就業者数の分布 (1981年）

EEMS (44都市）

I 最Il値1̀こ:[最大値平均」最口値

（単位：人）

業 種
四

KISS (2()都市）

数：I最大］平
分 位

業農

鉱

製

電

建

卸

運輸

金

対地

第1
｀第325% 50 75 

99 ~. -~ ----- --

および林業

゜
(）I 1 

゜
l 2公〇 ， 

および採｛菜

゜
(l 

゜
I~) 15 1 —~- -

業
I 

3 59 150 286 7,356 532 135 174 270 444 6,295 692 

供給業および水道業

゜゜゜゜
12 

゜業

゜゜゜゜
621 17 

•小企業， レストラン
61 :BO 508 889 竺7,415 1,538 4 1 7 672 9(）6 1,778 27,435 2, 984 およびホテル業

業およひ通信業

゜
() 8 2□1,291 6 ｛ 7 24 36 818 83 

業， 保険び業対 不務所動産業

゜゜゜
0 2,829 65 ぉょ 事 サービス業

域社会社会び対人 6 37 92 232 8,946 392 99 146 273 378 4,812 602 およ サービス業 i 

I 1141 4(）31 77611, 368”14-8,碕-2,61~ li821 l, 124 1, 370 2, fil0,38, 940'1 4, 361 全業種の合計

（出所） Republic of Kenya, Central Bureau of Statistics, Employment and Earnings in the Modern Sector 
1981,ナイロビ， 1984年，第17表／同， Reporton Small Scale Enterprises (Formerly lnfonrial Sector) in 
Rural and Urban Areas of Kenya 1973-1982, ナイロビ， 1986年，第4表をもとに筆者作成。

（注） 各四分位数は，データを小さい順に並べて度数を 4吟分したときの， 3,ー）の境界点での値をさす。第 2四分
位数は中央値に等しいO iま，就業者か観測されず，統叶g・のなかに項目が立てられていないことを意味する。
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るためである。分類は，県単位・都市単位別そし

て年次別に，それそれ標準化しに菱数，ltl'：こウォー

ド怯クラスター分析を適用して行なった クラフ、

タリンゲは，例外的な県あるいは都市が識別され

たあと，さらに 5~ 6個の類型がえられたところ

で終了した(ill）。以下では， このうち1981年の結

果を中心に述べる

まず，第 3表は，都市化や賃金雇用などを基準

にして1981年における諸県を類型化した晶果であ

る。この年には，賃金雇用部門の「鉱業および採

伍業」の構成比率が 0から急増したエ 9しゲョ・マ

ラクエット (ElgeyoMarakwet)県と，人口流入の

割合が大さく「製造業」比率が扁まってさたウア

シン・ギシュ (l!asinGishu)県が他に類似した見

をもたず，以前と比べて特殊化している。両県と

も1978年に第 2代大統領に就任したモイの地元バ

リンゴ (Baringo)県に近いことぷ興味深い。十ィ

ロビ，モンバサをさらに例外として，その他の県

は農業県か，公共部門と「対地域社云，社会およ

び対人サービス業」の比率が商い県に分類でき

る。前者のうち，表中の第 2類型は旧ホワイトハ

ィランズ：こ多く，流入人口比かl',9:iいのが特徴であ

る（注2)。後者は，西部ケニアと乾燥・半乾燥地帯

に位置するが，すでにみたように， これらの地戌

は開発計画で重視されている（第 2図）。

次に同年の附外小規模事業に注日して行な＼

た都市類型化の結果を，第 4表に掲げる。以下，

3大構成業種てわる 製造業」，「卸ッfC・小売業，

しストフンおよびホテル業」，「対地域吐会，社会

および対人サービス業」を基準として，各類盟を

第3表県の分姐 (1981年） ：粕咽ごとの各変数の平均伯 （各）

¥＼ 県類型（かっこ内は県数） 域農業社県ヘから， 公共部門かつ対地 2大都市と，現大統領の

‘¥＼、~

ぷ．社会および対）、サービ 地元の周辺県
ス業中心の県へ

＼ .～ 、～ l (1) 2(10) 3(6) 1 [ 15) 5(2) 

Iエルゲ
全平均

変数
ナイ モン ウ‘ア・キシゞ ヨ・マ

ロ1ニ バ廿： Iー，クェ
•```~ 

ン/ユ ~ソト

都市人口比率 4. 3 8. 9 12.3 11. 7 10. 1 100.0 100.0 16.8 0. ］ 14. 4 

人口流人分の総人口に対する比年 -7.り 14.4 -2.4 —ti. 9 -5. l 63. 3 49.'.2 40.1 -10. 3.1 

公共部門に就業する賃金労働者の比率 27.5 58.1 62. 1 84.0 82.9 40.4 40. 1 39.9 76. 65. 5 

60.4I 1 37. 引~i I 15.2 13.9 

貨金労働者・業挿別構成比率 ＇ 

農業および林業 10.5 2.5 1. 4 21. 3 27.3 24. 1 

鉱業および採{l閉 0.(l 0.. 0.6 0.1 0.0 0. 2 0.5 0.1 15.2 0 6 

製造業

9. 3 2 2 ， 1 

6. 5 10. 5 :3. 4 ()． 1 19. 2 20.7 34.2 12.1 7.4 

電気供給業および水道業 o. 0.5 1. 4 1. 2 5.8 1. 4 2.0 0.5 0.0 1. 2 

建設党 1. 3. 1 4.3 3.7 5.4 11. 5 5.0 8.5 6.7 :o. 9 

卸売・小売業， レストランおよびホテル業 2. 6.4 9.4 1.8 2.2 11. 7 12. 1 5.0 0.0 4.6 

運輸業および辿信業

゜
1. 21 2. 5 2. 2 0. 1 7. 1 27.0 2. 1 0.0 2.4 

金融業，保険業，不動産事党
および対務所サービス業

0. 7, 0. 71 1. 7 0.5 0.0 9. 7 4. <J 2. 1 0.3 1. 1 

対地域社会．社会および対人サーざス業 24. 9 44. 1 54. 5 73.3 75. 9 36. 5'26. 4 26. 3 38.4 54.8 

（出所） Republic of Kenya, Central Bureau of Statistics, l~mployment and Earnings in the Mod,・rn Sector 

1981,ナイロビ， 1984年，第11, 12表／同， 1979Population Ceusus Volume 2: Analytical Report, ナイロ

ヒ‘,1981• K'.2年（？），第5.3表／同， 1979Pop11!alion (',:11sus Ref•ort Vo!ume 3: Urban l'opulation,ナイロ

ビ， 1988年，第 7(a)表をもとに策者作成。

（注） 農業および林業から対地城社会，社会および対人サービス業までの構成比の合計は，四捨五入のため 100に

ならないことがある J

う3
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窓2!81 県の分煩 (1981年）
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（出所） 第 3 表をもとに染者作成~

（注） w＇>（鎖線は 41、I界，破線は県昇し

相対的に特徴づけてみる、，まず，第 l, 2類刑で

は「卸売・小売薬， レストランおよひふテル業一

の構成比率が平均より 11':i<' 「製造叢 は 1'均的

割合を示しているし第 3類型も類似した構成でた
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る」 したがぐ，て， これらを「商工業特化型」と呼

んてお<-他方，第 4, 5類型では，「製造業一

と 9対地域社会，社会および対人サーヒス文」の

、,t::1J合が平均より大ぎくなるため， これを「工業・
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第4表屋外小規模事業の特徴による都市の分類 (1981年） ：類型ごとの各変数の平均値 (%) 

＼ ｀ 都市類型（か，こ内は都市数） 屋外小ア縮規模小亨→業の総雇用 人1l上位都市を含む例外的な諸都市
ンエ 仝斗'、

変数 ー：...----~-~-ー--..-＼ 11 7~ 3 41 51 6 (4) ((7) (1:3)(:!) (3) 
：以キコヤ，；；1ラム1ナ：：ナ，，モ叶が

均

ィ ンョロ ュキ，レベ ビ

屋外小規模事業就業者・業種別構成比率

農業および林業 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.3 
0. |゚。.o 

2.4 0.0 0. :I O. c 0.8 0.5 0. 1 

鉱業および採石架 0. I) 0.0 0.1 (）． o 0. () 0.0 0. 0. 0 0.0 0.0 0. （）. （J 0.1 0.0 0. （） 

製造業 1 8. 4 18.0 17.4 20. l 22. ::i 6.6 85. l 1 3. 2: 1 6. 1 10.6 15. l lli. 6ll.8 15.1 18. 9 

電気供給業および水道業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

建設業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0. 1 0.6 1. 3 0. 1 

卸売・小売業， レストランおよびホテル業 70. 1 70. 7 71. 9 63.5 51. 2 86.1 12.5 53.5 50.4 65.0 68.1 p7.6 70.6 56.3 65.9 

運輸業および面信業 1. t ; 0.6 1.: () 8 1. 1 1.1 0.9 8.8 1. 1 21. 8 0.0 (）． 6 5.3 2. 7 1. 7 

金融業， 保険業不動び対産業巾：
およ 務所サービス業

(） t) 0.0 0.1 0. I 0, I) 0.0 0.0 0. () 0.0 0.0 0. 1 0.2 0.1 5.8 0.2 

対地域社会，社会および対人サービス業 9.8 10. 6 9.5 15.4 25.4 6.0 1.5 24.6 30. 1 2. 7 16. 4 24.8 10.6 18.4 13.2 

屋外小規模事業の総雇用シェア 69. il46. 3128. 71zo. 1119. 2l12. 1164. sl35. 7 28. 4122．120. 2 16. 2J14. 6114. 6130. 8 
~ ~~ 

（出所） Republic of Kenya,(_̀entral Bureau of Statistics, Employment and Earnings in the,¥fodern Sector 

1981, -ヤイロビ， 1984年，第16, 17表をもとに筆者作成

（注） 農業および林業から対地域吐会，社公およご対人サーにス文主での構成比の合Jtは，四捨1人のため 100こ

ならないことがある。

サービス業特化咽」と定める， そして第（；類型で

は，「卸売・小化業，レストランおよびホテル業」が

平均を大きく上回り支配的なため， ここでは「商

業特化型」とする。ところで，以上の 6類型は，

分類変数のひとつである総―雇用シェア」の大き

い順に並べられている。総屈用ンェアとは，都市

総雇用（屋外小規模事業就業者総数に賃金労働者総数

を加えたもの）に占める屋外小規模事業就業者総数

の割合をさす，したがって，都市経済における屋

外小規模事業の相対規模の大きい順に，商工業特

化型，工業・サービス業特化型，商業特化型の諸

都市が現われるというパターンぶ明らかとなっ

た。ただし協江業特化型の 3類型の間にも，かな

りの相対規模の差がみられる。

類型化のもうひとつの成果は，例外都市がみい

だされたことである。人目上位都市のういナイ

ロビは主要 3業種以外の業種比率が平均を超える

ことが多く「多核心型」，モンバサとナクルは，

粗対的にみてそれそれ「商業・運輸業特化型」と

「サーざス業特化型1である。また．マリンティ

(Malindi)は，この年に「製造業」の比重をそれ

までの30叡台から一挙に高めて特殊化し（注3)，キ

十：コ (Kinango)，ンジョロ (Njorn)，そして島

上都市で交通か屯要なラム (Lamu)も，平均的な

業種構成から逸脱している。ナニュキ (Nanyuki)

は平均的な構成だが，総雇用シェアが小さい。

さて，以上2つの類型化を，各都市をそれが属

する県にわりふりながら交差させたのが第 5表で

ある。従来の開発計画で成長拠点，主要都市とさ

れたものは全て，いずれもエ光・サービス業特化

型の足外小規模事業構成を示すか，構成が例外的

な大都市かであり，総雇用シェアは少なめであ

る。これは人口上位都市の特徴といってよい。こ

れし＼の都市の多くは，すでにみたように西部間発

邪市，および玄関町に対する後方支援都市と，機

能重複している。このうち，西部開発で重視され
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第 5表屋外小規模事業の特徴による都市類型（県類型別： 1981年）

円晶人サー LA業中心の県 1

ヵ／ナベット1~ ~一
3 I 4 

1 I 1 12 
カラテ(+ |3 4 ホラ

I ミゴリ

， ＇ 5 キプ＇ケリオン 6 ニャフル 1レ ， ブンゴマ 10 ホマ・ベイ

臀
7 モロ

商工業特化型
2 

8 ナロック
小

51 ウシダニ＊

i 晶 11 ロンディアニ 12 ボイ 15 イシオロ

3 13 ギルギル 16 キトウイの

>
14 エルバーゴン 17 キシイ

18 キアンブ 21 エルダマ・ 25 ニェリ 28 カカメガ 29 エルドレット
シン

19 ムランガ ラビーン
26 キスム工

4 20 ディカ 22 ナイバシャア 工要化 ・サービス業 27 ウェブエ
縮 特型 ! 50 1)ム）レ＊

23 キタレ
小 24 メル

↓ 
I 131 エンブ | I 5 30 ケリチョ

32 キリフィ 33 マチャコス
商業特化型 {i 

34 アティ・
IJ ノミ—

その他の例外的諸都市 I 38 マリンギ i’

52 キナンゴ＊

35 ンジョロ
39'7ム

36 ナニュキ

I 
37 ナクル

（出所） 第 3, 4表より箕者作成。
（注） 都市 (city, municipality) と州・県が一致する，ナイロビ，モンバサ，および県類型のうち本稿で対象と

した都市を含まない第 5類咆（ガリ，サ県． トゥルガ十県）とエルゲヨ・マラ，，ェット県を除いて作表した c

その他の県類型に含まれる県は以下の通り。
1 :ケリチョ，キアンプ，ムランガ，ナンディ。
2 :バリンゴ，キリニャが， クワし， ライキピア， メ！レ，ナ、ウル，十ロック，ニャンタ｀ iレア， タイタ， トラ

ンス・ンゾ（ア。

3 :ブンゴマ，エンブ，カジャード，キリフィ，キスム，ニェリ。
4 :ブシア，イシオロ，カカメガ，キシイ，キトウイ，ラム，マチャコス，マンデラ，マルサビソト，サン

ブル．シアヤ，サウス・ニャンギ，タナ・リバー，ワジーア，ウエスト・,)-<コット。
また，都市名に付した番号は，第1.3図の番号に対応している（＊を付した都市は第 3図では扱っていない）。

ているキスムは，屋外小規模事業の観、屯からみ

て，他の 3大都市のような例外都市ではない ま

た，流入人口の割合が大きく，賃金面用部門にお

いて「農業および林業」が比重を下げる一）J，

ン・}ーンュ県のエ9レドレット (Eldoret)が注目さ

れる

他方， 2つの西部開発都市と ASAL開発関連

の 2つの玄関町は．生外小規模事芝1ごついて商工

業特化型都市である（第 2, 3類型）。とくにナロ「製造業」が拡大するという変化にある，ウアシ
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’’’’’’"’は9’'．99,＂’’’’’"’’"’’’’’’’’’99’’’’’’’’’’’’’’’’’’’"’’’’’‘’'"’’’’'＂’'虞’’’’"’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’‘’"’’’’’"’’"’’’'＂“'’"'`’’’’’’’’’’’’’̀’’’’’’’’’’’"”’’'．＂＂“’’’’’●"● ,9』9'’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’'"’’’●’"’"’’’’’’’’’’’’’’’’,、い研究ノート，＇'"'● 9'＂”'．，．．闘’..＂’’’’’’’’’’'＂’’’

ック (Narok)とブンゴマ (Bungoma)では， この

部門全体の総雇用シェアが大きいだけ，生産・供

給部門としての役割も高いだろう。残る 2つの玄

関町カペングリア (Kapenguria,人口2752人） と力さ

リッサ (Garissa,人口 1万4076人）については，残

念ながら屈外小規模事業関連のデータがない な

お，年次は異なるが， 1978年のマララル (Maraia!,

人口 1万230人）と82年のマルサビット (Marsabit,

人口8739人）は， ともに北東部の乾燥・半乾燥地帯

に位置し，公共部門中心県（第 4県類型）の廂業

特化型都市（第 6都市類型）に最も近い。

2. 屋外小規模事業と都市人口規模の関連

―EEMSの分析

これまでは，ケニアにおける邪市屋外小規役事

業の実態を整理記述してきたが，前述のとおり，

研究者や開発計画はこの部門を中小都市と結びつ

けて論じるようになってきた＿，これを受けて，次

に， この部門と， 1979年の1月勢調査による都市人

口の相関関係を， 78~82年の各年について検討す

る。以下でかっこ内に示す数値は，この期間にお

ける相関係数の最大•最小値である。人 Il と賃金

労働者総数は上位数都市で怜端に多いため，相関

係数はこの外れ値の影孵を受けやすい。これを避

けるために， この 2変数には適当なべき乗変換を

施して分布を対称化したりi-4’。途上国一般におけ

る都市規模と ISの関連については，従来いくつ

かの仮説が提示されてきたので，本稿でもそれに

叩して考察を淮める。

前項に続き， ここでも屋外小規模事業の雇用ン

ェアに着目するが，都市規模との関連では，調査

の対象捕捉度がとくに問題となる。ナイロビの IS

は1970年代1勺いこ労働力人口の44£:i:を占めていた

という指摘もあるが（注5）， これは EEMS(KISS) 

に甚づく本稿の値 (15ら］前後）より相当大きい。他

の都市については比較資料がないものの，仮に大

都市ほど対象捕捉度が低ければ， ISないし屋外

小規椋事業の雇用ンエアも大都市ほど過小評価さ

れることになる。また， ここで扱う 41都市は，前

述のとおり 1969年時点ですでに人口2000を超えて

いたものであろ）その後，第 1表が示すように人

1立000~5000の都市か急増したが， これらの多く

の「新興小都市」は，以下の分析の対象外である。

とくに次の(1)の議論については， これらの点を留

保しておく必要がわる。さらに第III節での指摘

を含め，データが厳密な検証に耐えるか疑問が残

るため， ここでは相関関係をおおづかみにするに

惰める。その際散布図をひとつずつ検討したが

ら相関係数でいと r，えられなし非伯線的な変数間

関係が現われていないか確認し，あれば指摘す

る（注6)0 

(1) 都市雇用に占めるシェア

［阪況 1) 「都市人口規模が大きいほど， ISの

都市総雇用に占めるシェアは減る」。根拠に

は，（イ）都市規模の増大につれて運輸などのサ

ービスはその技術や組織を変化させ， ISの

シェアは減る飢向にある， I口）政府投資は人都

市のフォーマル・セクターに偏向している，

バ大都市ほど教育，基盤整備などの開発が進

み，労働力と財・サービス‘,Iii要は IS離れを

起こしやすい，などの点があげられる（注7)。

屋外小規模事業の総雇用シェアと都市人口は強

い負の相関を示すので (-0.42~ -0. 60:第3図ぱ

198(）年の相関図），根拠1まともかく， この仮説にケ

ニアについて支持できる。

〔仮説 2〕 仮説 1と逆に「都市規模が大きいほ

と． ISの総准用ンエアは刑える」。根拠は，

押売りに近いかたちで売られる ISの財・サ

ービスヘの一時的 (transient)需要にふりむけ
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Population,ナイロビ， 1988年，第 7(a, b, c)表をもとに筆者作成。

（注） 番号に対応する都市名ぱ，第 5表に掲げてある。

ることが可能な収入分は，大都市ほと多い傾

向があることに求められる(;18)。

都市規模を賃金雇用部門の大きさとみた場合で

も，賃金労働者総数と尾外小規模事業の総雇用シ

ェアの相関は，弥い位の値をとる (-0.50~ 

-0. 79)。これは仮説 1を支持する上の結果ととも

に，仮説 2を疑わしくしている。またこの仮説の

根拠は，たとえば酋位都市十イロビにおいて， IS

が都市妓困府に低廉で不可欠な財・サービスを供

給している側面を考慮していない仮況 2は対象

例を示していないが， ISを，技術革新によって

lH式になってしまバた生産態勢のもとで生き残る

ために労働法の枠外で貨金カットを行なう事業体

の集まりと理解している。ごの点で， ISの名の

もとに語られている業種が，仮説 1とはずれてい

るのかもしれない。

ぅ8

〔仮説幻 ISを業種別にみた場合，「都市人口

規模が大きいほど，基本的 ISの雇用シェア

は減り，非晶本的 ISの雇用シェアは増え

る」。基本的 ISとい食糧流通，小商品生

産，修理などの討と基本的都市サーヒスの供

給部門をいう。非基本的 ISは，流動性，匿

名性を特徴とする都市的生活様式 (urbanism)

と妓困に関連した周辺的，あるいは不法な活

動で，伝統的社会統制がゆるむ大都市で繁盛

する傾向があるこれには性的取リI,密輸，

乞食，靴磨きなどが含まれるけ19)0 

9つの業種分類ごとに犀外小規模事業の雇用ン

ェアを考えると，都市規模と負の相関を示すの

は，すでにみた主要 3業種「製造業」 (-0.34~ 

-0. 52), 「卸売・小売業， レスト ⇒ンおよびかテ

ル業」 (-0.43~-0. 62), 「対地域社会，社会およ
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び対人サービス翠」 (-0.30~ -o. 43)である。他

方，顕著な正の相関を示す「非基本的」な業種は

ない。だが，「非貼本的」 ISfまたとえデータがえ

られたとしても大抵は賃金雇用部門内に同等の活

動がなく，それとの比較で雇用シェアを考える：：：

とはできにくいはずである・,また，哭種別の1祖用

シェアをより細かく算出することはできないの

で，仮説 3をそ（！）まま確認するのは難しい。

他方，これら 3業種の雇用シェアは， 1979年の

性比（各都市における女性100人に対する男性数：故k

152.0，最小83.3)と共の相関関係にあり，なかでも

「製造業」はこの傾向が強い c-o.39~-o. 50)。し

たがって，屋外小規模事業における主要 3業種の

雇用シェアは，賃金雇用部門に接近しやすい出稼

の男性が多くなるほど減るといってよかろう。性

比は人口規模とは正の相関 (0.33: 1979年）を示す

ので， このことは一般に大都市ほど明瞭となる。

その他の業種をみると，「迎輸業および通信業」

は，大・小都市では雇用シェアが大抵は小さいの

に対して，中都市はさまざ主な値をとり，分布が

凸型となる。他方，「農業および林業」，「鉱業お

よび採石業」，「建設業」の屈用シェアは，ごく少

数の都市で 100i盆近くである他は，ほとんどの都

市で 0ほか，賃金雇用部門と屋外小規模事業の双

方で雇用が 0のためシェアを考えられないかであ

る。 「電気供給業および水道業」 と「金融業，保

険業不動産業および対事務所サービス業」も，

同じように両部門で雇用 0である都市か多いが，

これは人口の少なさとかなり関係している。この

点は，大都市と中小都市の間にある公共投資の冗

や経済の質的違いによると考えられよう。

なお， コートジポワールについては，本稿より

も粗いかたちではあるが， 1976年の人口 1万人以

上の都市について，上記の仮説 1を支持するデー

タが示されている（注10)3

(2) 業種別構成比率

次iこ，屋外小規模事業就業者の業種別構成比率

と都市人口規模との関連を検討する。まず， 9大

分類のうちやや正の相関がある業種は，「建設業」

(0. 18~0. 41) と「金融業，保険業，不動産業およ

び対事務所サービス業J co. 11 ~o. so) である。だ

か，主要 3 業種「製造菜」 (1981~82年），「卸完・

小売業 レストランおよびホテル業」および「対

地域社会，社会および対人サービス業」 (1978~82

年）の比率との相関係数ぱ， マリンディやナニュ

キなどの例外都市を除くと 0に近く，この 3業種

は都市規模とはほぼ無関係である。

ところで，屋外小規模事業において比重の高い

3業種は，賃金雇用部門においても主要な構成要

素である。 tこが，賃金廂用部F]においては，「製

造業」比率は都市規模とやや正の相関 (0.17~ 

0. 27), 「餌lぅじ・小売業， レストランおよびホテル

業」比率は無相関，そして「対地域社会，社会お

上ひ対人サービス業」比率はやや負の相関(-0.08 

~-0. 27)を示し，屋外小規模事業の 3業種とは

異なった傾向にある，，本項で扱ったなかで人口順

第4図 大中小3都市における部門・業種別の就

業者比率 (1980年） （％） 
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位が第 1位，

して，

中間， そして最下位の 3都市を例に

以上の業種別構成比率を先に考察した面用

シェアと組合せてまとめたのが第 4図である)

3
 

云外小規模事業のより詳細な業種別摺成

KISSの分析

の業種の約半分は， 大分類「対地域社会，

よび対人サービス業」に含まれる 3

は，

社会お

その主な業種

自動車等修理架 (2(）都市平均で構成比は3.6パ），

靴・革製品修理業（同3.3パ），靴味き等の対人サー

ビス (|Ii]2.8t卜）， そして理度業（同1.7セ,)である。

分析の最後に， ISICの細分類に），しづく KISS さらに， 「その他」には木製家）［製迅薬（同3.8~',:) 

の数字を用いて， 吊外小規模事業により詳しく掟

近してみる J 第 5図は， 1981年について，

の細分類に｝んづく業種別の構成比率を， 上要な20

都市について示したものである＼止ll) 大分類では

「卸売・小クビ業 レストランおよび才、テル定」に

含まれるもののうち，食料・衣料等の小企業，

易伐常， その他の小売業の合壮が，

30ほど

多くの都市で

屈外小規模事業就業者数の50亨を超えている 2

第 5囮
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ま

た，大分類の「製造党」では，靴類を除く衣類(/)

襲造業の比爪がどの都市でも高い 図中「その他」

じ要20都巾における屋外小規役市業の哭種

別構成比率 (1981年）
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や令属加工業（機械類を除く：同3,8t‘]) などの「戟

造業」 も含まれる

農業関連の都巾小規模事業は，現行の聞発汁両

で屯視されている，細分類におし、て，

れる穀物製粉業だが，

農業との関

連が明らかな屋外小規模事業は「製浩叢_J に含ま

その構成比は上の20都市平

均でわずかに0.3じt(1981年）ほどであるし なお，

この紐分類による構成比率でみた場合，都市規模

と顕著な相関を示す業種はない，
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（出所） Republic of Kenya, Central Bureau of 
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（注 1） 本稿では，距離の測度にはユークリ、，1 ド距

離を，分類のF法には類似した個体を多次元定数空間

においてコンバクトな球状にまとめる頻向のある手法

のひとつであるウすート法を用しヽた。この手法は経験

上他こ比べてよ‘しヽ分類結果をあたえることが多し＼とさ

れる C 栢Il井晴夫・科木1&，文―]多笈贔解折ハンドブ，9

，，』現代薮学tt 1986年 233ページ参照 J なお， 7 

ラス JI一分折：i, グルーフ゜化することによって元cり情

報を単純化する記述的手法だが，分析結果が用，ヽる手

法に応じて杓干疫化するとし、う恣店｀：的な側面をもっ

したがって，え「，れた分類はひとつの解釈であり， こ

れを絶対視するのは危険である，

（注:!) これは，農耕に従市するキグユ (Kikuyu)族

げ）一部が，人口 IEの位iいセントラル (Central)-J卜［から，

とくにリフト・バレー (RiftValley) J,ト［内の諸県に移

住してし、ることを反映して＼ヽると考えられなキクユ

族が移動した先で都市政治に影神を及ぼす現象は，各

地でみることができる c 1991年 2月にも， もともどマ

サイ (Maasai) 族の卜地であるナロッケの町を舞台

に，地元出身の自冶大臣ンティママ(Williamole Nti-

mama)が移入者を糸制する発占をしたが， この発五^

は部放主義 (tribalism) を助長するものだとして，一

部の政冶家によって間題にされた C 1V(rkly km 1（な，

1991年 3月 1日参照。
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Ⅴ　今後の議論に向けて
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（注 3) 第 4表にあるマリンディの菜袖構成は，

KISSによる後述の第 5図のものとは大きく異なる。

これは， 1981年の「製造業」について， EEMS上の

就業者‘上数が KISSの値の43倍1こ， 82年ても30倍にも

達するためであり，それだけ「ISを除く自営，およ

び不払家族労働」が多いことになる。これを KISSに

したが，て屋外小規模事業り乎ぶのは適‘りでないかも

しれない。ただし，この両年について， EEMSの値

が極端に大きくなっているのは，単なる誤記の可能性

もある(、 1991年 5月現在，ナ（ロビで人手できる最新

の EEMS報告内である1985年版 (1989年flj)に上れ

ば，この年，マリンディにおける 3大業種の構成比率

は，「製造業」が7.4~元「卸吃，小売吃，レストつン

ぉtびホテル業，が79.1,二，「対地域社会， 社会およ

び対人サービス業」が 9.1姦であり，屋外小規模事業

の総htmシェアは20.2ぷであなこれは，第 4表でみ

ると，第 6類型，あるいは例外都市モンベサに近し、i/ii.

成だが， 1981,82年だけでなく， 80年以前の構成とも

異なる。このように， EEMSでみたマリンディの業

種構成が大きく＇恕動している、 1,1ょは，第 1図1こあるよう

にこの都市が1979年以降モンバサに代わるべき工業拠

点に指定されたことの影響とともに，今後の検討課題

としたい。

（注4) 変換式は次のとおり。変換結果＝M＋（変

数P-MP)/pMP-1, ここで変数が都市人口の時 M=

102:1(）（中央値）， p＝-0.55，賃金労働者数の時 M=

1904. 5, p= -o, o:i。べき乗変換については，渡部洋・

鈴木規夫・山田文康・大塚雄作『探索的データ解析入

門ーデータの樅造を探る一，；朝倉書店 1985年 49~ 

54ページ参照。

（注s) International Labour Organisation, In-

annal Sector…,．．， 13ページ。なお， Internationalf 
Labour Organisation, Emj•loyment.....,，は1960年

代末の数字を20ぷほどとしている。

（注6) 相関係数は，一般にその絶対値が 0.20~

0.4(）付近の場合に「やや和関がある」，そして 0.5()を

上回るときに「強い相関がある」と表現されているよ

うなので，本稿でもこれを目安に記述する。なお，本

稿の各都市は何らかの母集団から確率的に抽出された

標本ではないので，相関係数の有意性検定は行なわな

い。こうしたデータに有意性検定を適用して，たとえば

ケニア都市全般について推論を行なうことは通常なさ

れがちだが，その意味は疑問視されている。 Morrison,

D.E. ; R.E. Henkel編， TheSign~.ficance Test Con-

truversy: A Rea必r, シカゴ， AldinePublishing, 

1970年（内海庫一郎・杉森滉ー・木村和範訳『統計的

検定は有効かー一有意性検定論争＿』梓出版社

1980年 ：l05~313ページ）など参照。だが，参芳のた

めに述べておくと，以下本文中に掲げた相関係数の有

意水準（母集団での相関係数が 0であるという仮説

を，それが貞であるにもがかわらず棄却してしまう確

率）は，係数の絶対値が0.30以上の場合は0.05を，絶

対値0.40以上では0.01を下回っている。

（注7) EI-Shakhs, Salah, "Onいty-sizeand the 

Contribution of the Informal Sector: Some Hy-

potheses and Research Questions," Mathur ; Moser 

編，前掲竹化所収， 77~81ページ／Mabogunje,Akin 

L., The Dn•clopment Process:.1 Spatial l'erspec-

tive,第 2版，ロンドン， UnwinHyman, 1989年，

186~187ページ。

（注8) Kundu, Amitabh; P.N. Mathur, "lnfor-

ma! Sector in Cities of Different Sizes : An Expla-

nation within the Core Theoretic Framework," 

¥lathur ; Moser編，前掲特集所収， 82~85ページ。

（注 9) El-Shakhs, 前掲論文。

（注10) Kull, Heinz, "A Note on the Size of the 

Informal Sector Employment in Small-and :"v1edium-

scale Cities of Ivory Coast," ¥lathur; Moser編，

前掲特集所収， 96~102ページ。

（注11) 注：｝で指摘したマリンティほどではないに

せよ，第 5図の内容：ょ EEMSに基づく構成比とは一

般に一致しない。

V 今後の議論に向けて

本稿では，ケニアの都市屋外小規模事業と中小

都市にとくに関心を払い，基礎資料の紹介と検討

を行なってきた。屋外小規模事業と都市人口規模

の関連を要約すると，まず，主要 3業種である製

造業，商業サービス業の相対規模（第IV節で定義

した雇用シェア）は，大都市で，賃金労働の絶対規

t店が大きく，、t生比が高いほど小さい。また，運輸

関連業の相対規模は，大・小都市での小ささとは

対照的に，中位都市では多様である。以上の結果
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は，「ISを除く自営．および不払家放労働」を含

ませたことをはじめとする屋外小規模市党 •IS

のとらえ方や，利用した資料の対象捕捉度に依存

しており， t：：：とえば第 3図の回）婿直線は実際以上

に傾いているかもしれない、また， 1969年以来急

増している新興小都市は， ここでは検討されてい

ない。こうした点を留保したうえで，上のように

ISが都市規模と関連するならば．大都巾を中小

都市と連接させるかたちの空間開発を促進するこ

とで， ISの生産的貢献や自助を高めることが可

能かもしれないという指摘がある（注 1)。確かに，

こうした都巾網の発展は，中小都市の機能を後背

地への供給｝，ばに限定するのに比べて， ISを活気

づける要因になろう。だが， ISの市場は比較的

局限されていると想像されるなか，都市間の連関

については，商品流通や近代部門との関係を含め

て，情報がほとんどない。この角度からの分析

は，都市規模との関連が現われる理由の解明とと

もに．今後必要となろう さらにこれを跨まえ

て，従来大都市を例に論じられがちであ—'た，

ISが近代部門によって搾取されているのかどう

かといった問題も，都市全般について検討されな

ければな r)ない。

他方，序外小規模事業の業種別構成比率をみる

と，大都市ほど金融・建設関連業が多いが，主要

3業種の構成は，都市規模とは無関係であった。

しかし直要なのは．都市類型化の試みがlリlらかに

したように， 3大業種の構成がこの部門全体の相

対規模そのものと関連している点である。すなわ

ち，商業特化型，工業・サービス業牡化型，商工

業特化型の順で，この部門全体が都巾経済に占め

る比重が高くなる傾向がある。したがって， IS

と都市規模の関連に研究者が注目するようになっ

たものの，政策を立てる際，少なくともケニアに
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おいては，都市規模のみの考慮では不十分なこと

がわかる。これは，凸型分布を示す運輸関連業の

相対規模についてもいえる。さらに，大都市をは

じめとして例外的な構成を示す場合もある」した

が，，て， この部門が各都市で現在の相対規模と業

種構成をとるようになった経緯，各々の都市行政

境界内の農村的人口の比率，後背地や他都市との

関連などを，町らがとなった都市類型ごとに検討

していくべきである。また，業種りlj構成は，第 I

節で触れたように，政府の屋外小規模事業に対す

る二面的態度との関連でも重要である。

ここで，従来なされてきた途l：国の中小都市開

発の比較研充からひきだされに指摘を列挙してみ

よう（注2)。まず，中小都市は，行政の中心となり

韮盤が整備されたがらとい＇）て長期的発展が保証

されるわけではない。農業は中小都市の発展に強

く関連するが，土地所有構造が不平等だと多くの

人が自給水準に留まり市場がごく限られるので，

都市の成長に影野する。輸送体系ぱ都市間競合を

促して，中小都市の発展に人ぎく彩響する 域外

との競争力の差や域内市場の大きさに応じて，エ

業が中小都市の発展に寄与する度合いはさまざま

でわる。商業・サービス業， とく 1こ公共部門は，

裳外雇用機会として比重が大きく重要だが， これ

は農業の総生産額の大きさに依存しており，それ

だけで中小都市の発展を刺激するのは珍しい•,先

進国の保護主義を含む国際市場の要因は，輸出指

向の中小都市経済においてとくに影響が大きい。

中小都市は，総じて単一の財に依存しているため

に経済基盤が脆況で，またその地方政府は経済の

発展・多様化のための権限と資源を欠いている 3

ケニアの中小都市でも， これらの観点は重要で

ある。たとえば，テイカ（Thika)は，中位都市の

ひとつとしてナイロビからの1悶ー業分散化が企てら
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れ， 1980年までに製造業賃金労働者数でナイロ

ビ，モンバサにつぐ地位に達した。そしてナイロ

ビ，ひいては国際市場への近接性が大きいため，

自力で成長する工業衛星都市とな，） fこしかし，

ティカは工業を支える男付単牝労働者の都市とい

う性格が強く，周辺農村地域の間発という点では

積極的な貢献はしていないパLい また，セントラ

ル(Central)｝|、IのJ+I都ニェリ (Nyeri)は，コーヒー，

紅茶をはじめとする農産物を集荷しナイロビヘ輸

送する中継地，そして農村へのサービス供給点で

ある。農産物加工中心の製造業が立地している

が，大規模工業をひきつけているティカと競合関

係にある Q さらに，雇用が限られているため，学

卒者はほとんどナイロビ，ティカに流出している。

1970年代の成長拠点政策は成功しておらず，都市

経済構造の相当程度の変革が必要である（注 4)。

今後は，ケニアにおけるこうした都市発展の現

状や開発計画上の位置と，本稿で一端を明らかに

した屈外小規模事業との関述を有機的に考察し，

とくに中小都市におけるこの部門の現状と可能性

を検討していく必要があろう。また，政治の次元

からは，この部門の比重が高い中小都市と，そう

でない大都市との権力構造のあり方の違い，その

開発との関わり，さらにエスニシディとの関連と

し')た点か明らかにすべき重要課題となろう，

噂 1) El-Shakhs,前掲論文。

（注 2) Hardoy, Jorge E.; David Satterthwaite, 

'・A Survey of Empirical Material on the Factors 

Affecting the Development of Small and Interme-

diate Urban Centres," Hardey; Satterthwaite編，

前掲書所収， 279~334ページ。

（注3) Kiamba, C.M. ; K. Maingi ; N. Ng'ethe, 

¥V.M. Senga, "The Role of Small Towns and In-

termediate Cities in National Development: A Case 

Study of Thika, Kenya," Mathur編前掲内所収，

27~17ページ。

噂 4) Gruchman, Bohdan, "The Role of Small 

and Intermediate Cities in National Development: 

Case Studies of Five Cities in Africa," Mathur編，

前掲書所収， 49~61ページ。

（一橋大学大学院）

〔付記〕 本稿のデータ処理は，一橋大学情報処理

セン々ーの FACOM M-760/6上で SAS(statisti-

cal analysis system)を用いて行なった。
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